
H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

（目的）
第１条　この条例は、省エネルギーの促進並びに新エネルギー
の開発及び導入の促進について、道、事業者及び道民の責務
を明らかにするとともに、省エネルギーの促進並びに新エネル
ギーの開発及び導入の促進に関する施策の基本となる事項を
定めることにより、その施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ
て北海道の社会経済の健全な発展及び道民の生活の安定に
寄与することを目的とする。

－

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、
当該各号に定めるところによる。
(１) 省エネルギー エネルギーの使用の合理化等に関する法
律（昭和54年法律第49号）第２条第１項に規定するエネルギー
を効率的に使用することをいう。
(２) 新エネルギー 次に掲げるエネルギー（燃焼の用に供する
物、熱又は電気をいう。以下同じ。）又はエネルギーの利用形態
をいう。
（道の責務）
第３条　道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発
及び導入の促進に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、
及び実施する責務を有する。

－

○新エネルギー導入加速化
推進事業（経済部）
・市町村へのコーディネー
ター派遣

　【10市町村派遣】

○エネルギー地産地消ス
タートアップ支援事業（経済
部）
・市町村へのコーディネー
ター派遣
　【11市町村派遣】

○新エネ導入を検討してい
る市町村等の取組の具体化
につながった。

○北の住まいるタウン推進事
業（建設部）
・推進ガイド配布等

○北の住まいるタウン推進事
業（建設部）
・モデル市町村の計画策定
支援等
　【2町支援】

○北の住まいるタウン推進事
業（建設部）
・モデル市町村の計画策定
支援等
　【2町支援】

○北の住まいるタウン推進事
業（建設部）
・モデル市町村の計画策定
支援等
　【2町支援】

○道内各地域での省エネ・
新エネを活用したまちづくり
モデルのさらなる展開が期
待される。

○新エネルギー賦存量等推
計ソフト活用支援事業（経済
部）(H25～)

○推計ソフトやポテンシャル
マップを公開し、市町村等の
新エネ導入検討に活用され
ることが期待される。

－

〇北海道警察本部庁舎ＥＳ
ＣＯ事業(道警本部)(H24～)
・ESCO事業での省エネ実施
　【CO2削減量611t-CO2】

〇北海道警察本部庁舎ＥＳ
ＣＯ事業【道警本部】(H24～)
・ESCO事業での省エネ実施
　【CO2削減量595t-CO2】

〇北海道警察本部庁舎ＥＳ
ＣＯ事業【道警本部】(H24～)
・ESCO事業での省エネ実施
　【CO2削減量602t-CO2】

〇北海道警察本部庁舎ＥＳ
ＣＯ事業【道警本部】(H24～)
・ESCO事業での省エネ実施
　【CO2削減量603t-CO2】

〇北海道警察本部庁舎ＥＳ
ＣＯ事業【道警本部】(H24～)
・ESCO事業での省エネ実施
　【CO2削減量598t-CO2】

○大幅なCO2削減を実現し、

省エネが計られたほか、光
熱水費削減額は見込みを上
回るものとなった。

○新エネルギー等率先導入
推進事業(H23～)
・道有施設の省エネ改修・新
エネ導入
 【旭川美術館･近代美術館】

○新エネルギー等率先導入
推進事業(H23～)
・道有施設の省エネ改修・新
エネ導入
 【旭川美術館
  ･札幌高等技術専門学院】

○新エネルギー等率先導入
推進事業(H23～)
・道有施設の省エネ改修・新
エネ導入
　【函館美術館
　　・昭和新山園地】

○新エネルギー等率先導入
推進事業(H23～)
・道有施設の省エネ改修・新
エネ導入
　【三岸光太郎美術館
　　・鹿部町漁業研修所】

○新エネルギー等率先導入
推進事業(H23～)
・道有施設の省エネ改修・新
エネ導入
　【江差高等看護学院
　　・鹿部町漁業研修所】

○燃料及び電気の使用量が
削減され省エネが図られた
ほか、導入に合わせて地域
住民向け説明会等を開催し
普及啓発にも寄与した。

第１章　総則

２　道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び
導入の促進を図る上で市町村が果たす役割の重要性にかんが
み、市町村が省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発
及び導入の促進に関する施策を策定し、及び実施しようとする
場合には、助言その他の必要な支援を行うものとする。

３　道は、その施設の建設及び維持管理その他事業の実施に
当たっては、自ら率先して省エネルギーの推進及び新エネル
ギーの導入に努めるものとする。

関  連  施  策　の　実　施　状　況

省エネ新エネ促進条例に基づく関連施策の実施状況

検討

－

別添2-2

◇条例上の定義に係る条項であり、該当する道の取組はなし

◇条例の目的を規定する条項であり、該当する道の施策はなし

◇条例上の定義に係る条項であり、該当する道の取組はなし

◇本条項は責務に係る規定であり、具体的取組は第７条に記載
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（第３条２　つづき） ○電気自動車、クリーン･
ディーゼル車の公用車利用
（経済部）

○燃料電池自動車、電気自
動車、クリーン･ディーゼル車
の公用車利用（環境生活部・
経済部）

○燃料電池自動車、電気自
動車、クリーン･ディーゼル
車、PHVの公用車利用（環
境生活部・経済部）

○導入に合わせて行った普
及啓発により、クリーンエネ
ルギー車への関心を高める
機会を提供した。

〇ダム小水力発電施設導入
検討事業（建設部）(H25～)
・既設ダムの発電可能性調
査、概略設計

○ダム整備事業費（建設部）
・上ノ国ダムの小水力発電設
備詳細設計

○上ノ国ダム発電施設建設
事業【建設部】
・建設工事
　【小水力発電120kW導入】

○上ノ国ダム発電施設建設
事業【建設部】
・建設工事
　【小水力発電120kW導入】

〇ダム小水力発電施設導入
検討事業（建設部）
・既設ダムの発電可能性調
査、概略設計

〇ダム小水力発電施設導入
検討事業（建設部）
・既設ダムの発電可能性調
査、概略設計

（事業者の責務）
第４条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、省エネ
ルギーの推進並びに新エネルギーの開発及び導入に自ら積極
的に努めるとともに、道が実施する省エネルギーの促進並びに
新エネルギーの開発及び導入の促進に関する施策に協力する
責務を有する。

○事業者自ら、省エネ・新エ
ネの促進に向け、環境産業
の振興に資する技術開発や
製品開発を行うとともに、首
都圏で開催される環境産業
関連展示会への出展により
道内産業が有する優れた技
術や製品のＰＲを行った。
○クールビズやウォームビ
ス関連のキャンペーンに賛
同する事業所が3,000件を超
えるなど積極的な省エネの
取組が進められているほ
か、道主催の環境産業関連
人材育成セミナーにH26～
30で計800名以上が参加す
るなど、新エネの導入に向
けた取組を進められている。

（道民の責務）
第５条　道民は、その日常生活において、省エネルギーの推進
及び新エネルギーの導入に自ら積極的に努めるとともに、道が
実施する省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び
導入の促進に関する施策に協力する責務を有する。

○道民自ら、日常生活にお
ける省エネ行動を行うととも
に、住宅用太陽光発電の設
備容量は、行動計画の目標
値に対し130％以上を達成
するなど新エネ導入に努め
た。
○道が講師派遣を行った住
民等団体主催の環境学習講
座にH26～30で計2,000名以
上が参加したほか、道民向
けの新エネ啓発イベントに参
加するなど、省エネの推進、
新エネの開発・導入に協力

第６条 道は、次に掲げる基本方針に基づき、省エネルギーの
促進並びに新エネルギーの開発及び導入の促進に関する施策
を総合的かつ計画的に推進するものとする。
(１) 地域特性に応じた省エネルギーの促進並びに新エネル
ギーの開発及び導入の促進を図ること。
(２) 事業者の業態に応じた省エネルギーの促進並びに新エネ
ルギーの開発及び導入の促進を図ること。
(３) 道民の日常生活における様々な場面に応じた省エネル
ギーの促進及び新エネルギーの導入の促進を図ること。
(４) 省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び導入
の促進に関連する産業の育成に努めること。
(５) 省エネルギーの推進並びに新エネルギーの開発及び導入
に積極的に取り組む地域づくりに努めること。

－

○道管理既設ダムを活用し
た小水力発電の導入に向け
た検討を行ったことにより、
上ノ国ダムに小水力発電を
導入した。今度も施設整備
に向けた具体的な進展が期
待される。

第２章　省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び導入
第１節　施策の基本方針

◇事業者の責務に係る条項であり該当する道の施策はなし

◇道民の責務に係る条項であり該当する道の取組はなし

◇本節では基本方針を述べ、具体的取組は第3節（第8条～第16条）に記載
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

第７条 知事は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及
び導入の促進に関する基本的な計画（以下「計画」という。）を
策定しなければならない。
２ 計画は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及
び導入の促進に関して、北海道の地域特性に即した的確な目
標及び施策の基本的事項について定めるものとする。
３ 知事は、計画の策定に当たっては、あらかじめ、道民の意見
を反映することができるよう必要な措置を講じなければならな
４ 知事は、計画を策定したときは、遅滞なく、その要旨を公表し
なければならない。
５　前２項の規定は、計画の変更について準用する。

（学習の推進）
○次世代環境産業育成・振
興事業（経済部）
・環境産業ビジネスに係る人
材育成セミナー開催等
　【セミナー参加178名
　　（札幌開催4回）】

○次世代環境産業育成・振
興事業（経済部）
・環境産業ビジネスに係る人
材育成セミナー開催等
　【セミナー参加206名
　　（札幌開催4回）】

○次世代環境産業育成・振
興事業（経済部）
・環境産業ビジネスに係る人
材育成セミナー開催等
　【セミナー参加303名
　　（札幌開催4回）】

○次世代環境産業育成・振
興事業（経済部）
・環境産業ビジネスに係る人
材育成セミナー開催等
 【セミナー参加147名
　（北見・旭川・函館・札幌）】

○道内企業の環境産業ビジ
ネスへの参入の機運醸成に
向けた環境整備が図られ
た。

○水素社会推進事業（環境
生活部）
・水素社会形成に向けた
フォーラムや講習会開催等
　【6地域開催】

○水素社会推進事業（環境
生活部）
・水素社会形成に向けた普
及イベントや講習会開催等
　【普及イベント8箇所10回、
　　講習会2箇所2回開催】

○水素社会推進事業（環境
生活部）
・水素社会形成に向けた普
及イベントや講習会開催等
 【普及イベント13地域22回､
　講習会2箇所2回開催】

○水素社会推進事業（環境
生活部）
・水素社会形成に向けた普
及イベントや講習会開催等
 【普及イベント18地域22回､
　講習会2地域2回開催】

○講習会開催等を通じた道
民・市町村・関係団体への
情報発信などにより、水素社
会形成に向けた機運を高め
ることができた。

〇北海道環境学習フェア
（教育庁）(H23～)
・小中高校での講演会や体
験学習会

〇北海道環境学習フェア
（教育庁）(H23～)
・小中高校での講演会や体
験学習会

〇北海道環境学習フェア
（教育庁）(H23～)
・小中高校での講演会や体
験学習会

〇北海道環境学習フェア
（教育庁）(H23～)
・小中高校での講演会や体
験学習会

○小学生から高校生、保護
者などの環境や省エネに対
する理解を深めることにつな
がった。

○北海道環境保全基金事業
（環境生活部）(H24～)
・各振興局での事業実施や
環境学習講座への講師派遣
　【振興局で計30事業実施、
　　学習講座参加1,749名】

○北海道環境保全基金事業
（環境生活部）(H24～)
・各振興局での事業実施や
環境学習講座への講師派遣
　【振興局で計31事業実施、
　　学習講座参加700名】

○北海道環境保全基金事業
（環境生活部）(H24～)
・各振興局での事業実施や
環境学習講座への講師派遣
　【振興局で計28事業実施、
　　学習講座参加551名】

○北海道環境保全基金事業
（環境生活部）(H24～)
・各振興局での事業実施や
環境学習講座への講師派遣
　【振興局で計29事業実施、
　　学習講座参加281名】

○北海道環境保全基金事業
（環境生活部）(H24～)
・各振興局での事業実施や
環境学習講座への講師派遣
　【振興局で計32事業実施、
　　学習講座参加549名】

○地域への環境学習機会の
提供を通じて、省エネの実
践や環境保全の取組に関す
る意識向上につながった。

（民間団体等の自発的な活動の促進）
○地域新エネルギー導入加
速化事業（経済部）(H24～)
・導入可能性調査への支援

　【可能性調査5地域補助】

○地域新エネルギー調査・
設計導入強化事業（経済
部）
・導入可能性調査や設備設
計への支援
　【可能性調査4地域・

○地域新エネルギー調査・
設計導入強化事業（経済
部）
・導入可能性調査及び設備
設計への支援
　【可能性調査4地域補助】

○「一村一エネ」事業（経済
部）(H24～)
・省エネ・新エネ設備の導入
支援
【導入5地域補助
(年エネルギー削減△
374kl)】

○「一村一エネ」事業（経済
部）(H24～)
・省エネ・新エネ設備の導入
支援
【導入6地域補助
(年エネルギー削減△
362kl)】

○「一村一エネ」事業（経済
部）(H24～)
・省エネ・新エネ設備の導入
支援
【導入5地域補助
(年エネルギー削減△
140kl)】

○地域新エネルギー導入調
査総合支援事業【経済部】
・導入可能性調査や地熱井
調査支援、地熱アドバイザー
派遣
　【可能性調査3地域・
　　地熱井調査1地域補助、
　　アドバイザー派遣5地域】

○地域主体の新エネ導入支
援事業（経済部）
・設備の設計や導入、地熱
井掘削への支援

　【設計3地域・
　　導入1地域補助】

○エネルギー資源の活用方
法や地域に適した設備導入
等に関する調査により事業
化への進展につながった。

○地域の特色を活かした新
エネルギー導入の取組によ
り、今後のエネルギー削減
効果が見込まれる。

○地熱資源利活用促進事業
(経済部)
・地熱活用セミナーやアドバ
イザー派遣
　【セミナー参加152名
　　（3地域開催）、
　　アドバイザー派遣2地域】

○地熱資源複合的活用促進
事業(経済部)
・地熱井調査・掘削補助やア
ドバイザー派遣
　【地熱井調査・
　　掘削補助2地域、
　　アドバイザー派遣5地域】

○地域新エネルギー導入調
査総合支援事業【経済部】
・導入可能性調査や地熱井
調査支援、地熱アドバイザー
派遣
　【可能性調査8地域・
　　地熱井調査1地域補助、
　　アドバイザー派遣4地域】

○地域主体の新エネ導入支
援事業（経済部）
・設備の設計や導入、地熱
井掘削への支援

 【設計3地域・導入3地域
 (年エネルギー削減△70kl)
  ・掘削1地域補助】

第９条　道は、事業者、道民又はこれらのものの組織する民間
の団体（以下「民間団体等」という。）が行う省エネルギーの推進
並びに新エネルギーの開発及び導入に関する自発的な活動を
促進するため、必要な支援を行うものとする。

第３節　道が講ずる省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開

第８条　道は、事業者及び道民が省エネルギーの推進並びに
新エネルギーの開発及び導入の必要性についての理解を深め
るとともに、これらのものの自発的な活動の意欲が増進されるよ
う、省エネルギー及び新エネルギーに関する学習を総合的かつ
体系的に推進するため、必要な措置を講ずるものとする。

○北海道省エネルギー・新
エネルギー促進行動計画に
基づく取組により、本道の省
エネルギーの促進並びに新
エネルギーの開発及び導入
の促進が図られた。

第２節　基本的な計画の策定

○北海道省エネルギー・新
エネルギー促進行動計画策
定（経済部）（H14.2)
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（第９条　つづき） ○エネルギー地産地消事業
化モデル支援事業（経済部）
・地産地消のモデルとなる事
業への支援
　【モデル4地域補助】

○エネルギー地産地消事業
化モデル支援事業（経済部）
・地産地消のモデルとなる事
業への支援
　【モデル5地域補助】

○先駆的なエネルギーの地
産地消モデル構築に向けた
調査・設計が進められ、道内
各地域での展開が期待され
る。

○次世代自動車産業集積促
進・人材育成事業（経済部）
・次世代自動車産業等の理
解促進イベント出展等

○次世代自動車関連ものづ
くり産業振興事業（経済部）
・次世代自動車産業等の理
解促進イベント出展等

○次世代自動車等など環境
配慮型ものづくり産業への
理解促進・人材育成が図ら
れた。

○ストップ・ザ・温暖化推進
事業(環境生活部）(H13～)
・推進員による普及啓発活
動やベント開催等
　【推進員派遣40回
 　（普及啓発活動参加
　　2,298名）】

○ストップ・ザ・温暖化推進
事業(環境生活部）(H13～)
・推進員による普及啓発活
動やイベント開催等
　【推進員派遣49回
　　（普及啓発活動参加
　　　1,868名）】

○ストップ・ザ・温暖化推進
事業(環境生活部）(H13～)
・推進員による普及啓発活
動やイベント開催等
　【推進員派遣47回
　　（普及啓発活動参加
　　　1,830名）】

○ストップ・ザ・温暖化推進
事業(環境生活部）(H13～)
・推進員による普及啓発活
動やイベント開催等
　【推進員派遣49回
　　（普及啓発活動参加
　　　2,053名）】

○ストップ・ザ・温暖化推進
事業(環境生活部）(H13～)
・推進員による普及啓発活
動やイベント開催等
　【推進員派遣23回
　　（普及啓発活動参加
　　　949名）】

○温暖化防止に関する学習
会等への講師派遣やイベン
ト開催を通じて、参加者の地
球温暖化に関する理解が深
まった。

○北海道あったまろうキャン
ペーン（環境生活部）(H19
～)
･ウォームビズ等省エネ型ラ
イフスタイル実践キャンペー
ン
　【3,591事業所（団体）参加】

○北海道あったまろうキャン
ペーン（環境生活部）(H19
～)
･ウォームビズ等省エネ型ラ
イフスタイル実践キャンペー
ン
　【3,591事業所（団体）参加】

○北海道あったまろうキャン
ペーン（環境生活部）(H19
～)
・ウォームビズ等省エネ型ラ
イフスタイル実践キャンペー
ン
　【3,614事業所（団体）参加】

○北海道あったまろうキャン
ペーン（環境生活部）(H19
～)
・ウォームビズ等省エネ型ラ
イフスタイル実践キャンペー
ン
　【3,707事業所（団体）参加】

○北海道あったまろうキャン
ペーン（環境生活部）(H19
～)
・ウォームビズ等省エネ型ラ
イフスタイル実践キャンペー
ン
　【3,743事業所（団体）参加】

○事業者の環境意識の向
上、地球温暖化対策の取組
拡大につながった。

〇北海道クールあいらんど
キャンペーン（環境生活部）
(H21～)
･クールビス等省エネ型ライ
フスタイル実践キャンペーン
　【3,531事業所（団体）参加】

〇北海道クールあいらんど
キャンペーン（環境生活部）
(H21～)
・クールビス等省エネ型ライ
フスタイル実践キャンペーン
　【3,584事業所（団体）参加】

〇北海道クールあいらんど
キャンペーン（環境生活部）
(H21～)
･クールビス等省エネ型ライ
フスタイル実践キャンペーン
　【3,628事業所（団体）参加】

〇北海道クールあいらんど
キャンペーン（環境生活部）
(H21～)
･クールビス等省エネ型ライ
フスタイル実践キャンペーン
　【3,635事業所（団体）参加】

〇北海道クールあいらんど
キャンペーン（環境生活部）
(H21～)
･クールビス等省エネ型ライ
フスタイル実践キャンペーン
　【3,730事業所（団体）参加】

○事業者の環境意識の向
上、地球温暖化対策の取組
拡大につながった。

〇エコアンドセーフティ推進
事業（環境生活部）(H23～)
・啓発イベント開催
　【イベント3地域開催】

〇エコアンドセーフティ推進
事業（環境生活部）(H23～)
･啓発イベント･出前講座開
催
　【イベント6地域、
　　出前講座4地域開催】

〇エコアンドセーフティ推進
事業（環境生活部）(H23～)
･啓発イベント･出前講座開
催
　【イベント4地域6回、
　　出前講座3地域開催】

〇エコアンドセーフティ推進
事業（環境生活部）(H23～)
･啓発イベント･出前講座開
催
　【イベント8地域9回、
　　出前講座4地域開催】

〇エコアンドセーフティ推進
事業（環境生活部）(H23～)
･啓発イベント･出前講座開
催
　【イベント6地域6回、
　　出前講座2地域開催】

○普及啓発イベントや出前
講座を通じて、エコドライブ
に関する理解が深まった。

○戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・省エネ技術の導入可能性
調査や普及啓発への支援
　【導入可能性調査1件・
　　普及啓発1件助成】

○戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・省エネ技術の導入可能性
調査や普及啓発への支援
　【導入可能性調査2件・
　　普及啓発1件助成】

○戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・省エネ技術の導入可能性
調査への支援
 【導入可能性調査2件助成】

○戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・省エネ技術の導入可能性
調査への支援
 【導入可能性調査2件助成】

○戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・省エネ技術の導入可能性
調査への支援
 【導入可能性調査2件助成】

○導入可能性調査や普及啓
発の助成により、当該事業
所の省エネの取組促進が期
待される。

○沿岸漁業改善資金貸付事
業（水産林務部）(H13～)
・燃料油消費節減機器等設
置資金を無利子貸付
　【貸付19件】

○沿岸漁業改善資金貸付事
業（水産林務部）(H13～)
・燃料油消費節減機器等設
置資金を無利子貸付
　【貸付24件】

○沿岸漁業改善資金貸付事
業（水産林務部）(H13～)
・燃料油消費節減機器等設
置資金を無利子貸付
　【貸付11件】

○沿岸漁業改善資金貸付事
業（水産林務部）(H13～)
・燃料油消費節減機器等設
置資金を無利子貸付
　【貸付9件】

○沿岸漁業改善資金貸付事
業（水産林務部）(H13～)
・燃料油消費節減機器等設
置資金を無利子貸付
　【貸付8件】

○省燃油の漁船エンジンを
設置したことにより、燃料油
の節減が図られた。

○地域バイオマスエネル
ギー導入促進事業（環境生
活部）
・地域へのアドバイザー派遣
やセミナー開催
 【3地域3回派遣、
 セミナー参加327名(4地域)】

○地域バイオマスエネル
ギー導入促進事業（環境生
活部）
・地域へのアドバイザー派遣

　【8地域9回派遣】

〇バイオマス利活用エキス
パート・アドバイザー派遣事
業（環境生活部）
・地域へのアドバイザー派遣

　【10回派遣】

〇バイオマス利活用エキス
パート・アドバイザー派遣事
業（環境生活部）
・地域へのアドバイザー派遣

　【7回派遣】

〇バイオマス利活用エキス
パート・アドバイザー派遣事
業（環境生活部）
・地域へのアドバイザー派遣

　【7回派遣】

○地域にバイオマス導入に
係る情報を提供したことによ
り、バイオマスエネルギーな
どバイオマス利活用に向け
た取組の進展につながっ
た。
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（第９条　つづき） ○北海道グリーンニュー
ディール基金事業補助金
（環境生活部）(H21～)
・防災拠点への自立・分散型
エネルギーシステム導入
　【導入12箇所
　　（CO2削減量681t-CO2）】

○北海道グリーンニュー
ディール基金事業補助金
（環境生活部）(H21～)
・防災拠点への自立・分散型
エネルギーシステム導入
　【導入8箇所
　　（CO2削減量308t-CO2）】

○北海道グリーンニュー
ディール基金事業補助金
（環境生活部）(H21～)
・防災拠点への自立・分散型
エネルギーシステム導入
　【導入3箇所
　　（CO2削減量103t-CO2）】

○防災拠点等への自立・分
散型エネルギーシステムの
導入が図られるとともに、今
後のCO2 削減効果が見込ま

れる。

○小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業（農政部）
(H25～)
・施設整備調査や検討等の
取組支援
　【可能性調査5地点、
　　概略設計2地点支援】

○小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業（農政部）
(H25～)
・施設整備調査や検討等の
取組支援
　【可能性調査2地点、
　　概略設計1地点支援】

○小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業（農政部）
(H25～)
・施設整備調査や検討等の
取組支援
　【概略設計1地点、
　　協議手続き1地点支援】

○小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業（農政部）
(H25～)
・施設整備調査や検討等の
取組支援
　【可能性調査1地点、
　　協議手続き1地点支援】

○小水力等再生可能エネル
ギー導入推進事業（農政部）
(H25～)
・施設整備調査や検討等の
取組支援
　【可能性調査1地点支援】

○農業水利施設を活用した
小水力等発電の導入検討が
行われたことにより、今後の
施設整備に向けた具体的な
進展が期待される。

○地域用水環境整備事業
（小水力発電整備）(農政部)
・建築に向けた現地調査

○地域用水環境整備事業
（小水力発電整備）(農政部)
・詳細設計

○工事着手準備が進み、計
画的整備が実施される見込
みとなっている。

○森林整備加速化・林業再
生事業（調査・計画作成の一
部）（水産林務部）
・地域関係者の連携による事
業化検討支援や木質ペレッ
ト普及の展示会・セミナー等
開催
 【支援2地域、
　セミナー等開催13回】

○木質バイオマス資源活用
促進事業（水産林務部）
・地域林地未利用材の集荷
方法の実証事業実施や木質
ペレット普及のセミナー開催

　【実証実施3地域、
　 セミナー参加158名
　　（4地域開催）】

○木質バイオマス資源活用
促進事業（水産林務部）
・地域林地未利用材の集荷
方法の実証事業実施や木質
ペレット普及のセミナー開催

　【実証実施3地域、
　　セミナー参加60名
　　（2地域開催）】

○木質バイオマス資源活用
促進事業（水産林務部）
・地域林地未利用材の集荷
方法の実証事業実施や木質
ペレット普及の展示会・セミ
ナー開催

　【実証実施3地域、
　　セミナー等参加2,115名
　　（4地域開催）】

○木質バイオマス資源活用
促進事業（水産林務部）
・地域林地未利用材の集荷
方法の実証事業実施や木質
ペレット普及等の展示会・セ
ミナー等開催

　【実証実施2地域、
　　セミナー等参加631名
　　（6地域開催）】

○実証により木質バイオマ
スのエネルギー利用の拡大
や普及が期待され、また、木
質ペレットの普及イベントに
よりペレットボイラーやストー
ブの導入促進が図られた。

〇森林吸収エコビジネス推
進事業（水産林務部）
・道有林で取得したオフセッ
トクレジット販売促進
【累計販売量185t-CO2】

〇森林吸収エコビジネス推
進事業（水産林務部）
・道有林で取得したオフセッ
トクレジット販売促進
【累計販売量338t-CO2】

〇森林吸収エコビジネス推
進事業（水産林務部）
・道有林で取得したオフセッ
トクレジット販売促進
【累計販売量等815t-CO2】

〇森林吸収エコビジネス推
進事業（水産林務部）
・道有林で取得したオフセッ
トクレジット販売促進
【累計販売量等925t-CO2】

〇森林吸収エコビジネス推
進事業（水産林務部）
・道有林で取得したオフセッ
トクレジット販売促進
【累計販売量等1,038t-CO2】

○道有林や市町村有林で取
得したオフセットクレジットの
理解が図られ、販売量等が
増大した。

○木質バイオマス安定供給
体制構築事業（上川総合振
興局）
・低コスト生産モデル事業実
施や木質バイオマス発生情
報提供システムの運用

○木質バイオマス安定供給
体制構築事業【上川総合振
興局】
・製造・流通の効率化検討の
ための調査実施

○木質バイオマス安定供給
体制構築事業【上川総合振
興局】
・製造・流通の効率化検討の
ための調査実施

○木質バイオマス安定供給
体制構築事業【上川総合振
興局】
・製造・流通の効率化検討の
ための調査実施

○地域特性に応じた木質バ
イオマス安定供給の仕組み
づくりを検討したことにより、
森林資源の循環利用の促進
が今後期待される。

○森林整備加速化・林業再
生事業（川下対策）（水産林
務部）
・木質バイオマス機器等の整
備、木材流通経費支援
【整備25市町･28事業者、
流通経費2市･2事業者支援】

○森林整備加速化・林業再
生事業（川下対策）（水産林
務部）
・木質バイオマス機器等の整
備、木材流通経費支援
【整備21市町･22事業者、
流通経費1市･1事業者支援】

○森林整備加速化・林業再
生事業（川下対策）（水産林
務部）
・木質バイオマス機器等の整
備支援
【整備2市町･3事業者支援】

○林業・木材産業構造改革
事業（水産林務部）
・木質バイオマス機器等の整
備支援

　【整備1町・1事業者支援】

○林業・木材産業構造改革
事業（水産林務部）
・木質バイオマス機器等の整
備支援

　【整備1町・1事業者支援】

○機材や施設整備により、
チップやバークなど木質バイ
オマスエネルギー利用量の
増加につながった。

○北方型住宅普及推進事業
（建設部）
・住宅産業関連事業者向け
講習会開催

○北方型住宅普及推進事業
（建設部）
・住宅産業関連事業者向け
講習会開催

○きた住まいる推進事業（建
設部）
・住宅産業関連事業者向け
講習会開催
　【7地域開催】

○きた住まいる推進事業（建
設部）
・住宅産業関連事業者向け
講習会開催
　【7地域開催】

○道民への普及啓発と、道
内住宅生産者の省エネ性に
優れた住宅ストックの形成に
必要な技術の向上につな
がった。
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（第９条　つづき） ○地域新エネルギー導入ア
ドバイザー制度（企業局）
（H18～）
・市町村へのアドバイス支援

　【14市町支援】

○地域新エネルギー導入ア
ドバイザー制度(企業
局)(H18～)
・市町村へのアドバイス支援

　【11市町村支援】

○地域新エネルギー導入ア
ドバイザー制度(企業
局)(H18～)
・市町村へのアドバイス支援
や小水力勉強会開催
　【8市町支援、
　　勉強会参加15名】

○地域新エネルギー導入ア
ドバイザー制度(企業
局)(H18～)
・市町村へのアドバイス支援
や小水力勉強会開催
　【8市町村等支援、
　　勉強会参加26名】

○地域新エネルギー導入ア
ドバイザー制度(企業
局)(H18～)
・市町村へのアドバイス支援
や小水力勉強会開催
　【8市町村支援、
　　勉強会参加26名】

○アドバイザー制度の利用
及び勉強会開催により、小
水力発電への理解と発電分
野における知識の向上が図
られた。

○中小企業総合振興資金
（経済部）
・中小企業者の省エネ・新エ
ネ設備等導入の融資

○中小企業総合振興資金
（経済部）
・中小企業者の省エネ・新エ
ネ設備等導入の融資

○中小企業総合振興資金
（経済部）
・中小企業者の省エネ・新エ
ネ設備等導入の融資

○中小企業総合振興資金
（経済部）
・中小企業者の省エネ・新エ
ネ設備等導入の融資

○中小企業総合振興資金
（経済部）
・中小企業者の省エネ・新エ
ネ設備等導入の融資

○事業の実施に必要な資金
供給の円滑化が図られ、企
業の事業活動の活性化につ
ながった。

○北海道次世代施設園芸推
進事業（農政部）(H26～)
・施設園芸高度化フォーラム
の開催等

○北海道次世代施設園芸推
進事業（農政部）(H26～)
・施設園芸高度化フォーラム
の開催等

○北海道次世代施設園芸推
進事業（農政部）(H26～)
・施設園芸高度化フォーラム
の開催等

○施設園芸における新エネ
ルギーの活用等について、
農業者等への普及啓発が図
られた。

（関連産業の振興）
第10条　道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に関連する産業の振興のため、エネルギー
の供給、エネルギーを利用する機械器具の製造又は販売、住
宅の建築、旅客又は貨物の運送等事業者が行う事業活動で省
エネルギーの促進並びに新エネルギーの開発及び導入の促進
に資するものに対して、必要な支援を行うものとする。

○データセンター等集積加
速化事業（経済部）
・データセンターの現地視察
会や域構想策定支援事業実
施
　【視察会参加84名、
　　地域構想支援3市】

○データセンター等集積加
速化事業（経済部）
・データセンターの現地視察
会や地域構想策定支援事業
実施
　【視察会参加67名、
　　地域構想支援3市町】

○データセンター等集積加
速化事業（経済部）
・事業者向けセミナーやデー
タセンター現地視察会実施

【セミナー参加39名(東京)】

○地産エネルギー利用施設
立地促進事業（経済部）
・事業者向けセミナーや現地
視察会実施

【セミナー参加39名(東京)】

○地産エネルギー利用施設
立地促進事業（経済部）
・事業者向けセミナーや現地
視察会実施

【セミナー参加97名(東京)】

○データセンター立地にお
ける本道の優位性を道外の
事業者に周知することがで
きた。

○企業立地促進費補助金
（経済部）
・企業立地促進への助成

○企業立地促進費補助金
（経済部）
・企業立地促進への助成

○企業立地促進費補助金
（経済部）
・企業立地促進への助成
　【新エネ供給業9件立地】

○企業立地促進費補助金
（経済部）
・企業立地促進への助成
　【新エネ供給業1件立地】

○企業立地促進費補助金
（経済部）
・企業立地促進への助成
　【新エネ供給業1件立地】

○新エネルギー供給業の立
地が促進された。

○環境・エネルギープロジェ
クト形成促進事業（経済部）
(H25～)
・環境・エネルギー分野の製
品や技術を組み合わせなど
の取組補助　【2件補助】

○環境・エネルギープロジェ
クト形成促進事業（経済部）
(H25～)
・環境・エネルギー分野の製
品や技術を組み合わせなど
の取組補助　【2件補助】

〇次世代エネルギープロ
ジェクト事業化推進事業(経
済部)
・積雪寒冷地特有の製品や
技術の開発支援
　【1件補助】

〇次世代エネルギープロ
ジェクト事業化推進事業(経
済部)
・積雪寒冷地特有の製品や
技術の開発支援や専門相談
員派遣　【1件補助】

○複数の技術・製品の組合
せによる新たな商品の検討
が進められた。

〇環境産業販路確立総合対
策事業（経済部）
・道外展示会出展や道事業
者と商社・金融機関のマッチ
ング
　【展示会来場者1,950名、
　　マッチングイベント札幌・
　　東京開催】

〇環境産業販路確立総合対
策事業（経済部）
・道外展示会出展や道事業
者と商社・金融機関のマッチ
ング
　【展示会来場者2,240名、
　　マッチングイベント札幌・
　　東京開催】

〇環境産業販路確立総合対
策事業（経済部）
・道外展示会出展や道事業
者と商社・金融機関のマッチ
ング
　【展示会来場者1,501名、
　　マッチングイベント札幌・
　　東京開催】

,○企業間連携の機会創出
が図られ、道内企業が有す
る環境産業関連技術や製品
を道内外に広くPR するな
ど、環境産業への参入や販
路開拓・拡大を促進すること
ができた。

○新エネルギー導入加速化
推進事業（経済部）
・金融支援検討会の開催

○新エネルギー導入加速化
推進事業（経済部）
・金融支援検討会の開催

○融資手法などの検討によ
り、民間主導の支援の具体
化が期待される。
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（情報の提供）
〇戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・節電・省エネ啓発リーフレッ
ト配布等

〇戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・節電・省エネ啓発リーフレッ
ト配布等

〇戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・節電・省エネ啓発リーフレッ
ト配布等

〇戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・節電・省エネ啓発リーフレッ
ト配布等

〇戦略的省エネ促進事業
（経済部）(H24～)
・節電・省エネ啓発リーフレッ
ト配布等

○道民の節電・省エネへの
取組に対する意識喚起が図
られた。

○省エネ新エネ普及啓発展
（経済部）
・集客施設等でのＰＲなど
様々な機会を活用した普及
啓発

○省エネ新エネ普及啓発展
（経済部）
・集客施設等でのＰＲなど
様々な機会を活用した普及
啓発

○省エネ新エネ普及啓発展
（経済部）
・集客施設等でのＰＲなど
様々な機会を活用した普及
啓発

○省エネ新エネ普及啓発展
（経済部）
・集客施設等でのＰＲなど
様々な機会を活用した普及
啓発

○省エネ新エネ普及啓発展
（経済部）
・集客施設等でのＰＲなど
様々な機会を活用した普及
啓発

○大型商業施設等で省エ
ネ・新エネに関するパネルや
機器を展示することにより、
広く普及啓発が図られた。

○省エネ新エネサポート相
談窓口（経済部）
・道経済部及び各振興局に
設置の窓口での相談対応

○省エネ新エネサポート相
談窓口（経済部）
・道経済部及び各振興局に
設置の窓口での相談対応

○省エネ新エネサポート相
談窓口（経済部）
・道経済部及び各振興局に
設置の窓口での相談対応

○省エネ新エネサポート相
談窓口（経済部）
・道経済部及び各振興局に
設置の窓口での相談対応

○省エネ新エネサポート相
談窓口（経済部）
・道経済部及び各振興局に
設置の窓口での相談対応

○相談窓口の設置により、
一般道民や事業者からの照
会・相談等に対応することが
できた。

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報把握・共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報把握・共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報把握・共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報把握・共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報把握・共有

○事業者や経済団体等との
情報共有が図られ、地域の
新エネ導入の「芽」の把握・
共有を行うことができた。

○インターネットによる情報
提供（各部）

○洋上風力発電理解促進事
業(経済部)
・導入促進セミナー開催等

　【セミナー参加243名
　　（札幌2回）】

○洋上風力発電理解促進事
業(経済部)
・導入促進セミナーや勉強
会開催等
【セミナー参加83名(札幌)､
勉強会参加16名(札幌2回)】

○勉強会参加市町村が環境
省のゾーニング導入可能性
検討モデル事業に採択され
るなど、洋上風力発電の理
解促進が図られた。

（調査の実施）
○行動計画推進状況の把握
（経済部）
・エネルギーバランス表作成
ほか

○エネルギーバランス表な
どを通じて、道内のエネル
ギー消費や省エネルギーの
状況を把握したほか、各市
町村や関係機関の協力を得
ながら調査を行い、新エネ
ルギーに関する計画の進捗
や導入実績を把握した。

○地熱・温泉熱可能性調査
・ポテンシャルマップ作成、
公開

○地熱開発の検討に活用さ
れることが期待される。

○新エネルギー概況等調査
・ブラックアウトを踏まえ、災
害時の新エネ活用状況等を
調査

○平常時や非常時の新エネ
ルギーの状況や、新エネの
可能性や課題等を把握する
ことができた。

第11条　道は、第８条に規定する学習の推進、第９条に規定す
る民間団体等の自発的な活動の促進及び前条に規定する産業
の振興に資するため、必要な情報を適切に提供するよう努める
ものとする。

第12条　道は、省エネルギーの状況並びに新エネルギーの開
発及び導入の状況に関する調査を実施するものとする。
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H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

関  連  施  策　の　実　施　状　況 検討

（研究開発の推進等）
○北海道立総合研究機構に
よる研究及び技術普及指導

○研究開発により関係課題
の解決や技術向上が図られ
るなど、今後の技術開発や
事業化への進展が期待され
る。

○道産エネルギー技術振興
事業(経済部)(H24～)
・道内大学や公設研究機関
等と連携した技術開発や製
品開発の支援
　【技術開発5件・
　　製品開発4件補助】

○道産エネルギー技術振興
事業(経済部)(H24～)
・道内大学や公設研究機関
等と連携した技術開発や製
品開発の支援
　【技術開発5件・
　　製品開発3件補助】

〇先進的エネルギー関連技
術振興事業（経済部）
・道内大学や公設研究機関
等と連携した技術開発の支
援
　【技術開発5件補助】

〇先進的エネルギー関連技
術振興事業（経済部）
・道内大学や公設研究機関
等と連携した技術開発事業
の支援
　【技術開発2件補助】

〇先進的エネルギー関連技
術振興事業（経済部）
・道内大学や公設研究機関
等と連携した技術開発事業
の支援
　【技術開発2件補助】

○道内事業者が行う技術・
製品開発を支援したことによ
り、道内の省エネ・新エネ導
入が進み、環境産業の振興
につながることが期待でき
る。

〇寒冷地適応型省エネ技術
海外展開促進事業(総合政
策部)
・ロシア極東地域における道
内省エネ技術導入可能性調
査や技術関係者交流

〇寒冷地適応型省エネ技術
海外展開促進事業(総合政
策部)
・ロシア極東地域における道
内省エネ技術導入可能性調
査や技術関係者交流

○本道の寒冷地適応型省エ
ネ技術のロシア極東地域等
での拡大や、両地域の技術
者の交流により、今後、道内
技術の販路拡大や技術向上
が期待される。

○バイオ燃料利活用普及促
進事業(環境生活部)(H19～)
・製造者向けセミナー開催等

　【セミナー参加60名】

○バイオ燃料利活用普及促
進事業(環境生活部)(H19～)
・製造者向けセミナー開催等

　【セミナー参加40名(札幌)】

○バイオ燃料利活用普及促
進事業(環境生活部)(H19～)
・製造者向けセミナー開催等

　【セミナー参加54名(帯広)】

○バイオ燃料利活用普及促
進事業(環境生活部)(H19～)
・燃料利用者向けセミナー開
催等
　【セミナー参加34名(旭川)】

○バイオ燃料利活用普及促
進事業(環境生活部)(H19～)
・燃料利用者向けセミナー開
催等
　【セミナー参加23名(室蘭)】

○製造事業者や燃料利用事
業者の専門知識向上につな
がった。

（表彰等）
第14条 道は、省エネルギーの推進並びに新エネルギーの開
発及び導入に関して特に功績のあったものに対し、表彰その他
の必要な措置を講ずるものとする。

○表彰制度の創設・表彰の
実施（経済部）(H14～)
・省エネ･新エネ促進大賞
　【表彰4件】

○表彰制度の創設・表彰の
実施（経済部）(H14～)
・省エネ･新エネ促進大賞
　【表彰5件】

○表彰制度の創設・表彰の
実施（経済部）(H14～)
・省エネ･新エネ促進大賞
　【表彰4件】

○表彰制度の創設・表彰の
実施（経済部）(H14～)
・省エネ･新エネ促進大賞
　【表彰4件】

○表彰制度の創設・表彰の
実施（経済部）(H14～)
・省エネ･新エネ促進大賞
　【表彰3件】

○具体的、効果的な取組事
例を発信することができ、新
エネの開発、導入促進に資
することができた。

（道民の意見の反映）
第15条 道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に関する施策に、道民の意見を反映すること
ができるよう必要な措置を講ずるものとする。

○省エネ・新エネ推進会議
の開催（経済部）(H16～)
・道民、事業者、国、道など
による情報共有

○省エネ・新エネ推進会議
の開催（経済部）(H16～)
・道民、事業者、国、道など
による情報共有

○省エネ・新エネ推進会議
の開催（経済部）(H16～)
・道民、事業者、国、道など
による情報共有

○省エネ・新エネ推進会議
の開催（経済部）(H16～)
・道民、事業者、国、道など
による情報共有

○省エネ・新エネ推進会議
の開催（経済部）(H16～)
・道民、事業者、国、道など
による情報共有

○事業者や経済団体等との
情報共有が図られ、地域の
新エネ導入の「芽」の把握・
共有を行うことができた。

（連携の推進等）
○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報共有

○地域省エネ・新エネ導入
推進会議の開催（経済部）
(H23～)
・市町村等及び道関係部局
による情報共有

○事業者や経済団体等との
情報共有が図られ、地域の
新エネ導入の「芽」の把握・
共有を行うことができた。

○北海道地域電力需給連絡
会の開催（経済部）(H24～)
○地域づくり総合交付金（総
合政策部）
・市町村等が行う省エネ・新
エネ促進事業への交付金
【交付5市町村等】

○地域づくり総合交付金（総
合政策部）
・市町村等が行う省エネ・新
エネの促進事業への交付金
【交付6市町村等】

○地域づくり総合交付金（総
合政策部）
・市町村等が行う省エネ・新
エネの促進事業への交付金
【交付3市町村等】

○財政支援を図ることで、市
町村等における省エネル
ギー･新エネルギーの導入･
普及が促進された。

○北海道市町村振興基金貸
付（地域エネルギー開発振
興事業）（総合企画部）
　【貸付実績0件】

○北海道市町村振興基金貸
付（地域エネルギー開発振
興事業）（総合企画部）
　【貸付実績0件】

○北海道市町村振興基金貸
付（地域エネルギー開発振
興事業）（総合企画部）
　【貸付実績0件】

○北海道市町村振興基金貸
付（地域エネルギー開発振
興事業）（総合企画部）
　【貸付実績0件】

○北海道市町村振興基金貸
付（地域エネルギー開発振
興事業）（総合企画部）
　【貸付実績0件】

（財政上の措置）
第17条 道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に関する施策を推進するため、必要な財政
上の措置を講ずるよう努めるものとする。

－

第16条　道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に関する施策の策定及び実施に当たって
は、国及び市町村と緊密に連携を図るとともに、市町村、事業者
及び道民の相互の協力が増進されるよう努めるものとする。

第13条　道は、省エネルギーの促進並びに新エネルギーの開
発及び導入の促進に資する技術の向上を図るため、研究開発
の推進及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるもの
とする。

◇具体的取組は第8条～第16条に記載
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